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1.研究背景・目的

　近年、エンジニアードウッド等の木質材料や木を扱った構

法の充実により、耐火と生産性を備える新しい木造が建設さ

れている。2010 年施行の『公共建築物等木材利用促進法』、

2010−2011 年度『木のまち整備促進事業註１ )』と 2012 年から

の『木造建築技術先導事業註２ )( 以下、先導事業 )』による助

成制度により、建築基準法における構造制限に適合しつつ、

大規模化や木質化等を実現する新たな木造建築が増加した

（参考文献 (3) より）。これらの建築のうち、技術の進展と普

及啓発の見込まれる事業については、先導事業により「先導

性を有する事業」として選考され、補助金の助成を受けるこ

とができる。

　現在「先導性を有する事業」は試験段階にあり、構造・防

耐火について、工法と耐火制限に関する技術の具体的な手法

の確立が不十分である。

　そこで、「先導性を有する事業」の技術手法を体系化し、

汎用性を高めることが、木造建築の先導には必要であると推

測する。本研究では、選考事例の工法と耐火基準による分類

と、分類上における先導的な工法と耐火技術の対照によって、

新たな木造建築に求められる技術体系を明らかにすることを

目的とする。

2. 研究対象

　国土交通省の実施する『木造建築技術先導事業』における

補助対象事業 25 例を研究対象とする。

　先導事業は先進性・先端性と波及性・普及性を備える事業を

「先導性を有する事業」としている。また、主に構造と防耐火の

評価を補助対象事例の選考基準としている。

3. 研究方法

① 研究対象の 25事例をデータシート化（表 1）

② 工法と耐火基準に基づくマトリックスを作成（表 2）

③ 工法と耐火の先導的技術をそれぞれデータ化（表3,表4）

④ ②③のデータを対照し分析と考察を行う。

4. データ作成

　補助対象事業の選考 25 事例を工法、用途、耐火制限と規

模の4分野、計8項目においてデータシートにまとめる（表1）。

作成したデータシートより、以下項目のデータを作成する。

4-1. 工法と耐火制限の関係性

  建築基準法の構造規定による木造建築物の分類と構造安全

性の確認方法を参考に、5 つの工法に分類する。また、参考文

献 (2)における木造建築と防火のための構造制限註3）を参考に、

構造躯体の被覆方法の区別註 4) を付け加え、5 つの耐火制限に

分類する。以上の工法と耐火制限を二軸とするマトリクスに

よって対象事例の分布を明らかにする（表 2）。

4-2. 工法と耐火における技術の先導性

　参考文献（1）の「採択事業の提案の概要」における「プロジェ

クトの先進性・先端性」と「プロジェクトの普及性・波及性」

より、各事例の工法と耐火に関する技術を抽出し、4-1 の分

類より表を作成する（表 3, 表 4）。

5. 分析と考察

5-1. 工法と耐火制限

　分野別の対象事例の分布において、耐火制限の分類「耐火

建築物」に分布が過半数存在し、耐火を実現した一部の木造

建築が確立していることがわかる（表 2）。

　「軸組構法 × 構造躯体燃えしろ被覆」と「木質ラーメン工法

× 構造躯体燃えしろ被覆」、「枠組壁工法 × 構造躯体一般被覆」

の分布が集中しており、工法における部材の構成が耐火基準を

満たす際の被覆の有無に関係していることが考察される。

5-2. 技術の先導性

　「先進性・先端性」の項目について、木造建築特有の「空

間構成」に関する技術手法が顕著に見られた。また、「波及性・

普及性」の項目について、「建築生産」に関する技術手法が

顕著に見られた（（表 3, 表 4）に編掛けの通り）。したがって

以下項目についての分析を行う。

1）「先進性・先端性」と「空間構成」

　工法においては「大空間」「大スパン」「開口の多い」等と

いう建築の空間機能に関する語彙が見られる（表 3）。在来の

木造建築には見られない新たな空間需要が存在しており、先

導的技術による高強度な部材や特異な形態をした部材、接合

部の強化等により実現している。

　耐火においては「あらわし」「外装材」「内装材」等という

空間の表面素材に関する語彙が見られる（表 4）。表面の木質

材料を（準）不燃材とすることや、構造躯体の燃えしろ層と

することで耐火基準に適合した木質化を実現している。

2）「波及性・普及性」と「建築生産」

　工法においては「汎用性」を中心とした生産コストに関す

る語彙が見られる（表 3）。新しい技術や材料を伴う工法につ

いて、既存の技術や材料を利用することで、技術・材料・流

通におけるコスト面でのリスク低減を実現している。

　耐火においては「認定部材」を中心とした耐火部材に関する

語彙が見られる（表 4）。耐火制限に適合する耐火部材が十分で

ないため、新たな認定部材の開発と普及が必要とされている。

6. 結論

・木造大規模化(大空間・多層)の普及促進の過程で 5−1 で示す 3

分野の木造建築が先導的に整備されて行く可能性が高い。

・工法・耐火の先導性を伴う技術について、空間構成と建築生産

の要素の抽出より、マトリクス上における技術要素の体系を示

すことができた（図2）。

7. 展望

　建築素材「木」の新たな解釈による技術体系を整理するこ

とができた。本研究では扱わなかった、先導的木造建築にお

ける木質材料の生産・流通プロセスに関する同様の整理・分

析と、建築材料間の手法の比較が今後の課題である。

▼表１ 選定事例の分類

▼表２ 工法と耐火制限の分類におけるマトリクス

▲図１ 対象事例 -各工法一例
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※凡例を表 1－4に適用する。 :   空間構成あるいは建築生産について表記される技術手法表 3, 表 4

耐火 (燃)                        、耐火建築物 構造躯体燃えしろ被覆
耐火 (般)                        、耐火建築物 構造躯体一般被覆
準耐 (燃)                        、準耐火建築物 構造躯体燃えしろ被覆
準耐 (般)                        、準耐火建築物 構造躯体一般被覆
その他、その他の建築物

A、軸組構法
B、木質ラーメン工法
C 、枠組壁工法
D、丸太組構法
E 、その他の工法

防火、防火地域
準防、準防火地域
法 22、法 22 条区域
他、その他の地域

A B C D E



脚注：１）2010-2011 年度における木造建築物等に係る技術の進展に資するとともに普及啓発を図ることを目的とす
る国土交通省の管轄する事業（参考文献（１）より）２）2012年度以降における『木のまち整備促進事業』の新名称
３）建築基準法「大規模建築物の制限（法 21 条）」「建築物の用途による制限（法 27 条）」「防火地域内の制限（法 61 条）」
４)純木造建築構造躯体の耐火被覆方法には、耐火被覆材による一般被覆と燃えしろ層による燃えしろ被覆がある。
参考文献：１）平成 24 年度 地域における木造住宅生産体制強化事業（木造建築具術先導事業に係る評価・事務事業）
報告書 一般社団法人 木を活かす建築推進協議会 ２）木造建築のすすめ 改訂版 /2011 年 一般社団法人 木を活か
す建築推進協議会 ３）大橋好光「木質構造の可能性−公共建築物木材利用促進法と中規模木造」2011 年 新建築社
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法の充実により、耐火と生産性を備える新しい木造が建設さ

れている。2010 年施行の『公共建築物等木材利用促進法』、
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語彙が見られる（表 4）。耐火制限に適合する耐火部材が十分で

ないため、新たな認定部材の開発と普及が必要とされている。
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・木造大規模化(大空間・多層)の普及促進の過程で 5−1 で示す 3

分野の木造建築が先導的に整備されて行く可能性が高い。
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ける木質材料の生産・流通プロセスに関する同様の整理・分
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▲図２ 先導性のある工法・耐火技術の体系化

▼表４ 耐火技術の「先進性・先端性」と「普及性・波及性」

▼表３ 工法技術の「先進性・先端性」と「普及性・波及性」
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先進性・先端性 普及性・波及性

導入した耐火集成材は、JAS 認定部材かつ耐火認定部材のため、
汎用性があり、波及性・普及性に優れる。

万が一の火災時に速やかの避難を可能とする建築計画は、今後
の内装木質化への波及効果を期待できる。

都市内の狭小、防火地域における木造中層住宅の普及促進に繋
がるものと期待される。

木質ハイブリット鋼材内蔵型集成材は、認定部材のため部材サ
イズが限定されており汎用性が少ない。

防火地域内で木造 3階は建たないという観念を払拭し、都心で
の木材復権、木造耐火建築をアピール。

防火地域内での住宅、小店舗、小事務所規模の木造耐火建築の
プロトタイプとして、可能性を提案する。

1時間耐火の大臣認定を取得した構造体を用いることにより、建
て替えの難しい木密地域での中層建築物の可能性を広げる。

石膏ボード等による耐火被覆による30分準耐火構造の大スパン木
造屋根トラス構造 (最大20m)を 2×4一般流通材により構成。

RC造コア部分に階段など が内包され、万一の場合は、避難・消防
活動の拠点にもなるように工夫されている。

105mm 幅の流通木材による躯体あらわし設計。あらわしの柱や梁 
を、木材や金物で構造補強したり、躯体が露出する寸法を制限する
ことによって、小・中断面材でも準耐火構造 45 分の性能の確保を
可能とした。

従来の耐火床構造より施工性の高い改良型耐火床構造の採用 (屋
上床にて試行 )。

被覆型による主要構造部の耐火構造化。

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

別棟解釈による大規模な木造建築を実現。

木あらわし床の採用により、天井までムク材の使用できる前例と
なる。

ツーバイフォーの耐火建築とすることにより、木造による特別
養護老人ホームの実例として広く社会 にアピール。

耐火制限 数

4

02

13

16

19

03

04

07

09

05

08

06

23

11

22

25

10

18

20

14

07

01

15

No.

耐火（般）  

耐火（燃）

その他の建築

物

９ 

９

２

１

準耐火（燃）

準耐火（般）

構造躯体を鋼材内蔵型集成材の木質ハイブリット構法とし、外
壁面をガラスのカーテンウォールとすることで木をあらわしと
して最大限に活用。

I 型複合梁による耐火構造床を採用。

耐火集成材を汎用性の高い耐火木造軸組工法と組み合せた、
普遍的な建築生産システムを先導する事業。

国内初の純木質耐火集成材を適用し、構造・防火面で先導性に
優れた技術を導入する。

木をあらわしとする 3層構成の国内初１時間耐火集成材（柱・梁）
を導入。（国産唐松 100％）。

「3層構造耐火集成材」による構造架構を導入し、確立されてい
ない柱－梁の接合部の設計方法の確率に取り組む。

建築計画上、避難に有効なバルコニーを建物外周に計画すること、
および発熱性実験や火炎伝播実験等の実験とシミュレーション
を用いた最新の工学的手法を組合わせることにより、内装材に
よ り多くの木材を使用することと避難安全性の両立を図る。

防火地域における木造4階建ての建設により、その建設可能性を公開。

2×4協会の耐火構造新仕様(平成22年 )を採用→実案件で協会初。

木造耐火建築物の外壁材に国産杉材を採用→ベターリビング防
火評定書取得。 

不燃材の認定を取得している天然木突板連続シート「ウッドピー
ル」を内装材として、様々な事例を提案。

耐火構造界壁とLGS壁 (軽量鉄骨 )の併用採用で耐力壁と非耐力
壁を明確にし、将来のリフォームに柔軟に対応できる構造の提案。

特殊な防水加工を施した強化石膏ボードと窯業系サイディングを
組み合わせた新しいツー バイフォー用外壁耐火構造の採用。

60 分準耐火構造外壁、間仕切共のログ材を使用した総 2 階建てロ
グハウス。 

燃えしろ設計による準耐火建築物 (60 分耐火 )とし、越後杉をあら
わしにし、木による温かみのある空間を演出する。

流通構造材による躯体あらわし準耐火建築物の建設。燃えしろ設
計によらず柱・梁をあらわしとすることが可能。

中空の構造部材の内部に石膏ボードのファイアーストップを設け
ること により、火災時の延焼拡大防止を図ることとしている。

RC造コアを介して木造を連続させる。→耐火性能の確保・水平力
をRCに負担させた開放的な木造空間の実現。

埼玉県産材を構造部材に活用し、木造準耐火構造の燃えしろ設計に
より、あらわしにすることで、木造の意匠性と埼玉県産材をPRする。

鉛直力と水平力の負担部材を明確に分けた木質耐火構造部材。

国内最大の木造軸組構法による耐火建築物。

I 型複合梁による耐火構造床を採用。

準不燃・不燃木材の利用による法規制に順応した積極的な木質化。

45分準耐火構造のログ材を使用した丸太組構法。

60 分準耐火構造床 (木あらわし床 ) の採用。

在来構法で製材を用いて燃えしろ設計を行う。

湿式外壁による耐火構造外壁ファイヤーブロックウォール工法を採用。

普及性・波及性

日本木造住宅産業協会仕様の軸組材と耐火集成材の組み合せ活用
を提案。

製材による大空間の構成は、他の用途の施設へも適用が可能。

KES 構法というオリジナル金物を用いた接合方法により、接合部
強度を飛躍的に向上。（㈱シェルター開発）。

平成 22 年度文部科学大臣表彰科学技術賞の、先進的な KES 構法
を採用。接合部強度を飛躍的に向上。（㈱シェルター開発）。

先進的な KES 構法を採用。接合部強度を飛躍的に向上。（㈱シェ
ルター開発）。

木造建築としての都市景観の形成。

汎用性のある木造住宅の生産システムを活用した、大規模木造建
築の実現。

つづり材の採用による加工精度の向上、組立の簡易化、運搬の効
率化が普及性に繋がる。

一般流通材を用いることで戸建住戸等におけるプレカットの技術
を中大規模建築に活用でき、波及効果が期待できる。

将来的な木造分譲集合住宅市場の創造・普及を見据え、建築コスト
への配慮、ライフサイクルコストを考慮した建物を創造する。

RC造との混構造により、第 1層を RC造とし、防火地域において
5層の中層木造ビルを実現。

国内初となる枠組壁工法による大空間を有する延べ床面積約 
3,000m² の大規模店舗の計画。規格材の採用により今後の木材の
利用や、木造建築物の普及効果が大いに期待される。

軸組構法との混構造により建築に求められる機能を分担をするこ
とで、丸太組構法特有の現象「セドリング」による変形収縮の被
害を回避する。

丸太組構法の一般的な建築物への適用のモデルとなることで、普
及効果が期待される。

一般の設計者、施工者がハウスメーカーと連携をとり、住宅以外
の用途の建築を、ハウスメーカーの技術を用いて造り上げる新し
い仕組み。

マッシブホルツ（無垢の板材）によるスラブ構造。

特殊柱頭柱脚金物（BVDハンガー）の採用。

耐火集成材を汎用性の高い耐火木造軸組工法と組み合わせた、普
遍的な建築生産システムを先導する事業。

集成材により象られるシェル形状の曲面は意匠上特徴的なもので
あり、曲率やガウス曲率の変化により形態変化が可能である。

延べ床面積 6000 ㎡大規模建築への木質ハイブリッド集成材の積
極的採用がこれからの大規模建築への指針となる。

木質ハイブリッド集成材の大断面材の開発と採用が、今後の汎用
性の拡大を推進する。

国産流通規格材である製材と構造用合板を用いた木製ダブル格子
耐震壁により、耐震要素で木材利用の普及を目指す。

「トライ－ハイブリット」構造は、木×RC×鉄の個々の設計手
法としては、実績の多い一般的な工法を採用しているため、応用
性が高く中規模の面積、スパンにおける普及性が期待される。

新開発の木質系複合材料を構造材に導入。パネル生産から、柱・
梁の組立を工場で行い、生産の効率化を図ることで、普及促進に
つなげる。

3層構成の耐火集成材は一般集成材メーカーでも設備投資必要な
しに製作可能であるため、普及性が期待できる。

全て一般流通材を使ってラーメン構造を構成。一般流通材の使用
によるコスト抑制は価格面における普及が見込まれる。

RCコアを軸組架構に沿わせることで RCコアが水平耐力を負担。
軸組部分における耐力壁を減らすことができる。

構造用 LVLを使用し、小口径材の有効利用と材の強度確保を図る。

ガラスカーテンウォールによる木造躯体あらわしを実現するため、
超高倍率耐力壁（ブレース）と異樹種集成材を製作、活用する。

在来工法で製材を用いて燃えしろ設計を行う。

許容応力度設計を用いた構造検証。

LVL という均質な木質部材と加工精度の向上により LVL つづり材
による 30m以上のロングスパンを実現することができる。合わ
せてローコストで部材の運搬効率もよい。

2×4工法における建て起こし工法は狭小敷地において敷地に有
効に働き、中層建築を効率的に建設可能。

丸太組構法建築物はこれまでに実例が少なく、特別養護老人ホー
ムでは初めてのケースとなる。

高強度木質接着複合パネルの使用により、在来軸組構法の建築に
くらべ開口の多い木造 4階建ての耐火建築物を実現。また、建築
内の耐力壁を少なくできるため、プランニングの自由度が高く、
将来的な間取り変更が可能。

枠組壁構法の新たな耐力壁や、現在、遮音性能実験中の工法など
も用い、分譲住宅市場で仕様に匹敵する居住空間を創造する。

一般流通材料を枠組壁工法構造用製材を用いて、大スパンの構造
躯体を構成。

新開発の柱型耐力壁 ( マルチウォール ) と木造屋根トラス構造の
導入により大空間の実現。

従来のホールダウン金物に代えて独自開発のタイダウンシステム
を導入し中層化に伴う耐力壁の高度強化を実現。

鉛直力と水平力の負担部材を明確に分けた木質耐火構造部材の開
発と採用。

ベイ松製材の斜材による水平抵抗機構の役割り。耐震性、安全性
向上と木材あらわしの建築表情。

集成材ー RCー鉄の材料特性を活用する「トライ－ハイブリット」
構造により、構造性の良さ、新しい構造空間の創出を実現。

コア部分に角型鋼管の柱を設け、あらわしとなる部分に木質ハイ
ブリット集成材を設けることで、大スパンのフレームを構成して
いる。

5

一般流通材を集積させることで実現した木造３階建てのラーメン
構造オフィスビル。木造による大スパン・屋上庭園を実現。

新開発の 3層構成の耐火集成材と接合部材は 9mの大スパンを実
現。木造による商業建築の構造要求を満たすことができた。

木造梁と RCスラブの合成効果の評価を行う先導的要素に取り組
む。

3層構成の耐火集成材の柱 -梁接合部の構造性能を確認すること
により、 設計方法の確立に取り組む。

新開発の木質構造 /木質複合材料により 2方向ラーメン構造を実
現し、9mの大スパンを可能とした。木質系複合材料とすることで、
各部材を小型化し流通を簡易化。接合部はボルトを用いた簡易的
なものにすることで施行の効率化を図る。

数

01

07

10

18

19
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03
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17

25

06

15

22
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16

05

19

24
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8

工法

木質ハイブリット
構法

（その他の構造）

木質プレハブ構法
（その他の構造）

先進性・先端性 No.

枠組壁工法

丸太組構法

6

1

2

1

集成材等建築物 ３

木質ラーメン工法

軸組構法

ー

ー

ー

ー

耐火建築物

耐火制限

準耐火建築物

枠組壁工法

木質プレハブ工法

軸組構法（ラーメン工法含）

木質ハイブリット工法

丸太組構法

燃えしろ被覆

工法

一般材料被覆

大スパン 汎用性を用いたコスト
　抑制が求められる分野

新たな部材認定と
　耐火部材の普及必要性

大空間

内装の木質化

外装の木質化

屋上庭園

バルコニー
木質化

プランニング 
自由度

新しい
構造空間

ガラスファサード
　　　/カーテンウォール

構造躯体あらわし


